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１Ｄ０３ 

学術論文への国際特許分類（IPC）付与による産学連携の検討 
 

○開本 亮（神戸大）， 

難波英嗣（広島市立大） 

 
本予稿において、演者らは学術論文と特許公報の共通インデックスの不存在が産学連携の支障を要因

となっていることを指摘し、その解決手段として、【１】学術論文に国際特許分類（以下、IPC と呼ぶ。）

を付与し、【２】それを 3次元的に多面的表示するシｓステムを提案する。 

【１】及び【２】により、学術論文の IPC による分類と検索が可能となり、これを産学連携の橋渡

しとして、学術論文と特許公報との共通 IPC 座標軸を確立して、神戸大学等の学術論文を分析し、予想

外の結果を得たので、以下に報告する。 

 

１．はじめに：「ＩＰＣ」とは何か 

IPC  (International  Patent  Classification)は、特許分野における技術分類の一つであり、国際

条約に則り、農学・医学・化学・機械・電気・物理等の全技術分野に及ぶ階層化された技術体系の中か

ら、各国特許庁の審査官が出願された特許に対し、最も適合する技術分類を筆頭IPCとして１個付与し、

次いで適合する技術分類を付加的 IPC（平均 2 個程度）として付与するものである（例えば中村修二氏

のノーベル賞発明のツーフロー特許では、筆頭 IPC は「C30B25/14」：ガスの供給および排出手段、付加

的 IPC は「C30B29/38」：窒化物、「H01L21/205」：固体を析出させるガス状化合物の還元または分解であ

る）。  

上記のように、IPC は一定の国際的共通性、多角的客観性を有するので、学術論文に付与できれば（計

算方法については参考文献１参照）、学術論文を特許分類で検索できることになり、産学連携の共通イ

ンデックスとして利用することができる。 

 

２．産学連携の現状：産学連携における共通インデックスと表示方法の必要性 

  産学連携のためには、企業および大学が共通のインデックスを用いることが重要である。両者の対話

を促進し、真の連携は成立させるためである。しかるに、大学には、そのアウトプットとしての論文は

潤沢に存するものの、産業界のアウトプットである特許は少なく、一方産業界には特許は潤沢に存する

ものの、論文は少ないという現状がある。そして、しばしばその偏在する比率は軽く 10 倍を越えてい

るのが実情である（下表１参照）。したがって、この極端な偏在比のために、論文を用いても、特許を

用いても、産学連携の共通のインデックス軸は存在しないのが現状である。・・・【課題１】 

 また仮に、上記の問題提起が何らかの方策で解決されても、産学連携の座標を規定するパラメータは

多数存在することが予想されるので、その表示方法を直感的かつ多次元的な表示としなければならない。 

・・・【課題２】 

 
 

３．ＩＰＣ付与計算：【課題１】の解決策 

 上記【課題１】を解決するためには、論文と特許を上表矢印のように橋渡しすることができる共通の

座標軸を考案することが考えられる。幸い特許には、前述した IPC という客観性、厳密性、国際的共通

性を有する座標軸が存在する。これは、世界各国の特許庁審査官により、国際的に定まった一定のルー

ル（複数の分類が想定できる場合は、筆頭の IPC が、最も中心的な技術を示す等）で付与される技術分

類だからである。 

  よって、大学に潤沢に存する論文を、「何らかの手段で」、自動的に IPC を付与することができれば、 

その IPC によって学術論文を特許に橋渡しすることができ、産学連携の共通座標軸とすることができ
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る。したがって、課題１は解決されることになる。  

ここで、「何らかの手段」として、近年、k‐Nearest Neighbor 法等の計算方法の発展に伴い、論文

のアブストラクトの特徴的な言葉とその掛かり受けを抽出し、それに類似する構成を有する特許公報群

を特定して、最も確からしい順に複数の IPC を付与できるシステムが開発されている １） 。この IPC 

付与システムを用いれば、大学に多数存在する学術論文に IPC を付与し、これを橋渡しとして、産業

界に多数存在する特許と、共通の IPC 座標軸で産学連携を論ずることができるから、【課題１】は解決

されることになる。 

 

４．ＩＰＣ表示システム：【課題２】の解決策 

問題提起２の直感的かつ多次元的な表示方法については、3 次元球面表示を導入する。ここで、付与

された複数の IPC において、筆頭の IPC が最も中心的な技術を示すという特許の国際的なルールを用

いることで、直感的かつ多次元的な表示とすることができる。詳細は、口頭発表の説明に委ねるが、演

者らは、データベース「JDREAMIII」に収録された神戸大学約 6000 件の学術論文に IPC を付与し、その

筆頭 IPC 及び 2個の付加的 IPC について、3 次元球座標の空間の点に対応させ、それら 3 点の重心を、

当該論文の重心 IPC 点と定義し、約 6000 件の重心 IPC 点を表示させた（図 1 左）。またほぼ同数の川

崎重工業株式会社の特許公開公報の重心 IPC 点も表示させた（図 1 右）。その結果、学術論文及び特許

公報の重心 IPC 点は、球座標にランダム分布するとの予想に反し、神戸大学の 50％程度、川崎重工業

の 80%程度が、図 2 で示す 3種類のトーラス（A：IPC 球直径の 1/3 の円断面を持つトーラス、B：同 1/2、

C：同 2/3）の表面近傍（半径誤差で 1%以内）に局在することが判明した（以下、「トーラス表面局在

性」という）。京都大学及び島津製作所においてもそれぞれ同程度のトーラス局在性が確認された。 

IPC 球表示において、このトーラス局在性は、ツーフロー特許のように、筆頭 IPC と付加的 IPC1 個

が近接した分類であり、他の付加的 IPC は近接しない分類のとき、トーラス A 表面近傍に分布するこ

とが演者らによって解明されているが、その詳細は紙面の制約から当日説明を行う。このユニークな属

性を利用して、以下の技術展開の特徴抽出を行った。 

 

 
 

 
 

５．技術展開の特徴抽出 

例えばトーラス Aの表面は、トーラス回転軸の経度(θ)と円断面の緯度(φ)という２つの角度変数に

よって表現できる。これを(θ,φ)平面に展開したものが図 4 であり、トーラス B 及び C も同様に平面
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１Ｄ０４ 

研究活動を支援する技術系人材の活動成果分析 

 

 
○根本 正博（日本原子力研究開発機構） 

 

 

 
１．はじめに 

今年度から第５期科学技術基本計画が開始され、我が国発のイノベーションの創出に向けて、各主体

が持つ力を最大限発揮できる仕組みを構築するため、４本柱の取組が推進されている[1]。それらの柱の

うちの一つが科学技術イノベーションの基盤的な力の強化であり、知的プロフェッショナルとして科学

技術イノベーションを担う人材についての人物像が言及されている（図表１）。日本原子力研究開発機

構の中核拠点である原子力科学研究所は原子力に関する多種多様な研究施設・設備を保有しており、そ

れらを支える技術系人材は研究施設・設備の維持管理・改良等に不可欠であり、国立研究開発法人の一

つとして技術系人材の知識やスキルの一層の向上を実現していくことが求められている。 

図表１ 第５期科学技術基本計画で設定された科学技術イノベーションを担う人材と国の取組み 

 

日本原子力研究開発機構ではさまざまな高度な能力を有した研究系人材と技術系人材が活躍してお

り、それらの人材が創出した研究技術開発の成果が公開されるとともに[2]、それらの人材による連携に

より極めて高性能な先端測定機器の商品化開発に成功するといった実績も積み重ねている[3]。その開発

プロセスをモデル化して機能分析する過程で、高度な技能を有する技術系人材に着目して、育成システ

ムの分析を行い[4]、育成スキームの備えるべき機能について言及してきた[5] [6]。しかしながら、実際

の技術系人材の活動実績を基にした定量的な分析は検討課題として今なお残されたままである[7]。 
本稿では、原子力科学研究所のホームページ[8]で公開されている技術系人材の研究技術開発の実績

を利用して[7]、技術系人材の基盤的能力について分析を試みる。なお、本稿では分析対象とする研究技

術開発成果として既に公開されている論文等を利用するが、必ずしも所属する組織を代表するものでは

ない発表者の見解が含まれている。 
 

２．技術系人材に係る研究発表の動向 

本年次会合では、研究技術開発に取り組む人材等に関する議論のために、ホットイシューでその時々

で注目されているテーマに係るセッションが設けられるとともに、恒常イシューで「技術経営」、「人材」、

「研究・イノベーション政策」といったさまざまなセッションが設定されてきており、人材に係る研究

の成果を知ることができる。本稿では過去４年間の 966件を対象として、技術系人材に係る研究発表の

動向を探るために計量書誌学的分析を行った。 
技術系人材をテーマとして設定する研究発表を把握するために、「技術」「人材」といった語句を含む

発表タイトルの表記に着目した。まず科学技術という幅広い概念を含む語句について出現傾向を分析し

た結果、この４年間で「科学技術」に関する発表が増加していることが判明した（図表２）。さらに、「科

学技術」以外に「＊＊技術＊＊」といった形態で「技術」に関する発表案件を抽出した結果、明瞭では 

高度な知の創出と社会実装を推進するため

に必要な人材 
キャリアパスの確立と人材の育成・確保のための国の取

組 
①研究開発プロジェクトの企画・管理を担

うプログラムマネージャー 
②研究活動全体のマネジメントを主務とす

るリサーチ・アドミニストレーターURA 
③研究施設・設備を支える技術支援者 
④技術移転人材 
⑤大学経営人材 

①多様な人材の育成方策について検討する場を設ける。 
②産学官協働による大学・大学院教育改革を促進する。 
③博士人材のデータベースの整備・活用等を推進する。 
④必要な人材に関して、職種ごとに求められる知識やス

キルの一層の明確化を図る。 
⑤技術者育成に向けた教育改革を促進する。 

展開できる。この平面展開において特徴的な重心 IPC の分布は、(1)  垂直（θ＝一定、φ＝-π～+π）

に並ぶ点群と、(2)  右上り 45 度直線（θ＝φ+const）に並ぶ点群 

があることである。  

  これらは、(1)が特定の技術分野が中心となって、網羅的な技術展開が成されている場合に出現する

点群であるのに対し、(2)は特定の技術分野が共通の技術基盤であるような技術展開が成されている場

合に出現する点群である。説明の詳細は、紙面の制約から当日行う。 

  
 

 

７．むすび 

本研究は、経済産業省の平成 26 年度産学連携評価モデル事業の一環として行われ、ソフトウエア開

発には、京都市のサイエンス・サポーター株式会社及び株式会社知能情報システムの支援を得た。また、

http://www.tunami-shelter.jp/、http://kasuya.ecology1.org/に掲載された図の一部を、図２及び図

３の説明に利用させて頂いた。 
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